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１ 適用工法概要 

浦安市市街地液状化対策事業に用いる工法を以下の通りとします。 

① 道路部：機械撹拌工法 

② 宅地部：小型および超小型高圧噴射撹拌工法 

 

1-1 施工機械の概要 

地盤改良対象範囲は宅地前面の道路部と、住宅のある宅地部に分けられます。道路部は、

幅員が 6m と比較的余裕のある施工スペースが確保可能であるため、施工実績が豊富でかつコ

スト的に有利な機械撹拌工法により計画します。一方、宅地部においては隣棟間隔が 2m と狭

く、境界部の塀や植栽などの障害物も多いことから、設置に必要な用地幅の小さい小型高圧噴

射撹拌工法（効率性重視）および超小型高圧噴射撹拌工法（設置性重視）を採用することにし

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                    

     機械攪拌工法         小型高圧噴射攪拌工法  超小型高圧噴射攪拌工法 

 

              写真-1.1 施工機械の外観（例） 

 

機械攪拌工法       小型高圧噴射攪拌工法   超小型高圧噴射攪拌工法 

                    （楕円形改良）        （円形改良） 

写真-1.2 各工法における地盤改良体外観（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.1 住宅地における格子状地盤改良工法の適用イメージ 

 

 

 

表-1.1 検討工法の概要（出来形、強度、適用箇所）（例)  

工　法 撹拌原理
適用

改良深度
対応可能
設計強度

改良杭
形状

適用箇所

機械撹拌工法 機械撹拌
GL-0.5m

　～-20.0m 2.0N/mm2

　円形：φ1000mm
道路部、作業ス
ペースが確保可能
な一部の宅地部

小型高圧噴射撹拌工法 高圧噴射撹拌
GL-1.5m

　～-20.0m

2.0N/mm2

～

3.0N/mm2

　楕円形：3600×1200mm
宅地部、地表障害
物や地下埋設物と
の関係から削孔
ピッチを飛ばす必
要がある場合の宅
地部および道路部

高圧噴射撹拌工法
小型高圧噴射撹拌工法

超小型高圧噴射撹拌工法
高圧噴射撹拌

GL-1.5m
　～-20.0m

2.0N/mm2

～

3.0N/mm2

　
　円形：φ1500mm
　

　

地表障害物および
地下埋設物に近接
した宅地部、地下
埋設物対応が必要
な道路部
その他、狭隘な改
良対象部

  

超小型
施工機

建物離隔
1ｍ

道路部 宅地部 

6m

機械式 高圧噴射式

住宅

砂層(液状化層)

埋設管
側溝

塀

1m

道路部 宅地部

1～1.2m 

機械撹拌工法 小型・超小型高圧噴射撹拌工法 
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1-2 施工手順 

 

①機械撹拌工法（道路部） 

 

 

 

図-1.2 機械撹拌工法の施工手順 

 

 

 

②高圧噴射撹拌工法（宅地部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.3 高圧噴射撹拌工法の施工手順 

 

４．造成開始

液状化層

非液状化層

GL‐1.5m

障害物
確認試掘

２．障害物確認試掘、
排泥受槽設置

排泥受槽

３．ガイド管設置、
削孔

ロッド

ガイド管

改良体

５．造成

排泥

改良体

６．造成完了

改良体

７．撤去、復旧完了

土砂埋戻し

液状化層

非液状化層

GL‐1.5m

１．現況3.造成(貫入)2.溝掘り

舗装撤去1.5m

0.70m

路床整形

7.路床整形

0.70m

4.造成(着底)

排泥

GL-1.5m

宅地境界線

5.造成(引抜)

1.現況

液状化層

⾮液状化層

アスファルト舗装
As：100mm

路盤：600mm

8.舗装仮復旧

アスファルト・路盤
仮復旧

掘削幅1.5mGL-1.5m

排泥撤去
復旧範囲

改良体 改良体改良体改良体

6.排泥撤去
路床部復旧

路床部



  第４回 浦安市市街地液状化対策検討委員会  

3 

2015.7.31

２ 現況調査 

 

 

 

2-1 調査項目 

(1)道路等現況調査 

対象地区における、最適な施工方法、機械配置位置を検討するため、道路並びに公共用地の

現地踏査及び既存の資料収集を行い、側溝、地下埋設物や架空線その他の支障物等を把握しま

す。 

表-2.1 埋設物件の調査資料 

埋設物件 主な資料 

電力線 東京電力株式会社埋設物調査出力図 

通信管 ＮＴＴテレメンテ千葉埋設資料 

水道管 千葉県水道局水道管管理図 

汚水管 浦安市下水道台帳図、下水道災害復旧工事竣工図 

雨水管 浦安市下水道台帳図 

ガス管 京葉ガス株式会社ガス埋設管調査出力図 

残置物 下水道災害復旧工事竣工図 

防火水槽 浦安市下水道台帳図 

 

(2)宅地現況調査 

最適な施工方法、機械配置位置を検討するため、宅地毎の現地踏査及び資料を収集の上、家

屋配置や外構の状況、宅地内埋設物の状況、架空線その他の支障物を把握する。併せて、機械

配置位置に関する住民要望を把握します。 

①現地踏査 

宅地調査用基準点(既存道路脇ブロック等)からのオフセットにより、屋外の各種位置関係を

調査します。(建物・駐車場・階段・玄関の叩き・室外機の叩き・勝手口の叩き・ベランダの

叩き・量水器・汚水・雨水桝・ガス立ち上がりのメーターの位置、門扉・庭木・フェンス・物

置など)。 

②資料調査 

＜土地に関する記録＞ 

・建物の基礎に関する図面を保持しているか否か。 

・土地購入後に土地のかさ上げを行なっているか否か。 

＜境界に関する記録＞ 

・官民境界杭、民民境界杭があるか否か。 

・民民境界に塀があるか否か。 

・民民境界に庭木があるか否か。 

＜埋設管に関する記録＞ 

・敷地内に地中埋設物があるか否か。各配管の情報(経路・深さ・太さ)を収集する。 

＜建物に関する情報＞ 

・建物の増築・改築予定があるか否か。 

・建物基礎が杭基礎であるか否か。 

・建物基礎の形状が分かっているか(ベタ基礎、布基礎等)。 

＜東日本大震災後の対策＞ 

・既に薬液注入などにより建屋の沈下対策を行なっているか否か。 

・杭打ちなどにより建物の傾斜を抑制する対策を施しているか否か。 

 

2-2 調査工程 

表-2.2 調査工程表(今川３丁目の例) 

 項   目 
平成 27 年 

備 考 2 月 3 月 
10 20 30 10 20 30

今川 3丁目(13 街区)
18 戸 

測量・図面化
 

      

割付検討   
 

    

 

2-3 調査方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1 調査フロー 

訪問スケジュールに従い住宅を訪問する。 

宅地調査用の基準点を現地にて確認し、記録する。 

設計に必要な構造物を計測する(門扉、塀、建物、庭木、コンクリートたたき等)。

その他必要と思われる障害物を計測する(工事影響範囲内)。 

宅地内埋設配管状況の参考にするための器具等を計測する 

(ガスメーター、量水器、制水弁、汚水桝等)。 

住宅訪問 
開始報告 

宅地内作業 

道路上作業 

図面化 道路上作業及び宅地内作業で記録・計測した内容を図面化する。 

改良体割付 最適な施工方法、機械配置を検討し、図面に改良体を割り付ける。 

設計に必要な現地状況を把握する為、対象地区について、道路・既設構造物・埋設管・宅地

等の現況情報を収集し整理します。 
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３ 施工計画の基本方針 

 

 

 

3-1 杭配置計画上のルール 

① 埋設管との近接施工条件を以下の通りとします。 

【機械撹拌工法】  埋設管との離隔寸法：原則 500mm 以上 

 

【高圧噴射撹拌工法】埋設管とガイド管の離隔寸法：原則 300mm 以上 

            埋設管と改良杭の必要離隔：原則 500mm 以上 

            足場置可能寸法（設置可：マルチ、設置不可：エコ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② インフラ埋設管下部における適用工法 

道路部・宅地部ともに施工位置直下に地下埋設物がある場合、機械式施工は適用不可となる

ため、高圧噴射式による施工を計画します。 

 

 

 

※ 施工時に支障となる架空線について

は原則移設するものとします。 

※ 必要に応じて埋設管の移設について

も視野に入れて計画いたします。 

 

 

 

 

3-2  埋設管下部横断時の施工方法 

地盤改良体が地下埋設管を横断する配置において、埋設管深度が地面から深度 1.5m 以浅の

場合、地盤改良体は 1.5ｍ以深に構築される為、埋設管が施工時の支障とはなりません。また

地下埋設管周辺に仮設土留壁（鋼矢板等）が残置されている場合には、開削で埋設管上部を掘

削し、鋼矢板間に改良土による埋め戻しを行い、鋼矢板外側を噴射式改良体で一体施工します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-3 既設戸建敷地内での施工方法 

宅地内における基本的な高圧噴射工法改良体の配置の考え方を以下に示します。 

 

・ 作業幅として、1.5ｍ以上確保できる場合は、楕円施工が可能な小型高圧噴射攪拌工法

で楕円形の改良体を配置しています。ただし改良体端部において楕円形改良体を配置す

るに満たない残長の場合には、円形改良体を配置することによって、無駄を省いた経済

的な計画としています。 

・ 作業幅として軒間が 1.5ｍ以上で足場の設置が可能な場合にも、楕円施工が可能な小

型高圧噴射撹拌工法で楕円形の改良体を配置しています。この場合においても改良体端

部において楕円形改良体を配置するに満たない残長の場合には、円形改良体を配置する

ことによって、無駄を省いた経済的な計画としています。 

・ 作業幅が 1.5ｍ未満の場合には、超小型高圧噴射撹拌工法による円形改良体を配置し

ています。 

・ 境界付近で塀、植栽、室外機、宅内埋設管などが出来るだけ支障とならない場所を探

して改良体を配置しています。 

汚水管

水道管

ガス管

道路

宅地宅地

高圧噴射式
エコタイト工法

Minyマルチ工法
高圧噴射式

機械攪拌式
スマートコラム工法

水道、ガス

改良体 

300 以上 

500 以上

ガイド管 

φ1500 

幅 1500 

φ1000 

簡易鋼矢板 

施工時 
トレンチ掘削 

試掘範囲 

500 
以上 

500 
以上 

水道、ガス
汚 

改良体 

幅 2000 以上 
【機械撹拌工】 【高圧噴射撹拌工】 

試掘孔 

敷地境界

W G

敷地境界

高圧噴射

排泥

汚⽔管

鋼⽮板

補強⼟
改良⼟

流動化
処理⼟

底盤改良

敷地境界

W

敷地境界

高圧噴射

排泥汚⽔管

1.5m
G

図-3.1 施工時の既設埋設管との離隔 

図-3.3 埋設管位置図 図-3.4 土留壁残置箇所施工概要

 図-3.2 地下埋設管と改良体の配置例 

施工計画を構築するにあたり、改良杭の配置に対する基本的なルールを設定します。 

また住宅等に対し、施工による影響が生じないよう、注意深く施工を行います。 
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                 図-3.5 宅地内の改良体の配置の考え方 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)作業幅 1.5ｍ以上ある場合  (2)足場設置が可能な場合   (3)足場設置ができない場合     

 

図-3.6 宅地内の改良体配置断面イメージ図 

3-4  打設順序による地表面変位の低減 

 地盤改良体を原地盤強度以下の未固結状態で片押し施工した場合、変位が一定の範囲内で

累積されていくことが予想されます。したがって本計画では、打設後の改良強度が原地盤強

度未満の場合、改良体を 1 本～数本おきに打設し、原地盤強度と同等の強度発現のタイミン

グを見計らって、その間を間詰めしていく一本置き施工の手法を採用し、周辺への影響を最

小にとどめる施工法にて計画します。また、本施工法を採用すると、施工直後に広範囲に地

盤を緩めることがないため、近接家屋等への影響も抑えることが可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-5 高圧噴射撹拌工法における排泥管理の徹底による周辺地盤変状の抑制 

高圧噴射撹拌工法の地盤変状の主な原因として、排泥管の閉塞により孔内が高圧になること

があげられます。本業務では、施工管理項目としてエアー量を監視することで圧力状態をコン

トロールします。また新規考案の排泥受槽を設置することで、排泥状況の目視観察も確実に行

え、かつ同時に周辺家屋や工作物に対する汚損リスクの低減を図った施工法として計画します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 24 35

一本置き施工順序と発生変位のイメージ

近接物

打設

順序

地盤の

変位量

1 2 3 4 5

片押し施工順序と発生変位のイメージ

地盤の

変位量

近接物

打設

順序

⇒ 増大

図-3.7 打設順序による発生変位量のイメージ 

施工高さ
2.0m以内

排泥受槽

図-3.8 排泥受槽を設置した施工例(施工足場併用時の例）

 

境界

作業幅1.5m未満

配杭予定位置

塀

埋設管

⼝元管

境界

作業幅1.5m以上

配杭予定位置

塀

埋設管

⼝元管

境界

軒間1.5m以上

配杭予定位置

埋設管

塀

施⼯⾜場

排泥受槽

⼝元管

室外機など

改良体配置の考え方

・作業幅≧1.5ｍ

を確保可能か？

・軒間≧1.5ｍ

を確保可能か？

小型高圧噴射撹拌工法（楕円形）超小型高圧噴射撹拌工法（円形）

足場設置

※ 改良体端部の残長によって円形改良の場合あり

YES

YES

NO

NO
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3-6  変位計測 

施工時の家屋基礎や埋設物対する影響把握として変位(水平・鉛直）を直接計測し、地盤改

良工事を進めます。なお観測施工を進めるにあたり、試験施工による変位の実績や小規模建築

物基礎設計指針に記された「許容沈下量の参考値」などを参考にしながら、適切な管理基準値

を設定し施工を行います。 

 

①高圧噴射撹拌工 施工管理値(案) 

住宅基礎に直接的な変位を発生させないために、改良体の中心から 1ｍ程度離れた地表面位

置に変位計測用のポイント（計測杭など）を設置し、その位置での水平・鉛直方向の変位を計

測することで、家屋への影響を未然に防ぐ管理を行います。具体的には上記地盤上の計測ポイ

ントにおける許容変位は、学会参考値や本工法による変位の実績値ならびに現実的な計測精度

などを考慮し±15mm（建築学会基準による許容沈下量の参考値 25mm～30mm の約 1/2 の値）と

定義するものとします（2次管理値とする）。また、その 70％を１次管理値とし、施工管理上、

出来る限り１次管理値以下に変位を抑えられるよう注意深く施工を行います。施工を継続して

いくうえで、変位が１次管理値（±10mm）ならびに２次管理値（±15mm）に達した場合は、表

-3.3 に示す対応策を実施することとし、計測位置での変位を必ず許容値以下に抑えるように

施工するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

段 階 状　況 対 応 策

1 実測値 ≦ 10mm 安全性に問題なく工事を続行する。　

2 10mm ＜ 実測値 ≦ 15mm

管理値である２次管理値以内に実測値が入っているので、
この段階では問題ないが、工事を中断する準備を行うと共に、
原因の追究、対策の検討を行う。
　　・計測頻度を増やす
    ・変位の原因となる要因の推定・除去
　　・施工手順の配慮　　　　　　　　　　　　　など

3 15mm ≦ 実測値

工事を一時中断、浦安市に報告・協議のうえ対応策を再検討、
対策工の実施後に工事を再開する。
　　・打設時間間隔や打設位置の再検討
　  ・建屋など構造物の直接計測　　　　　　など

 

② 道路部における埋設管に対する影響把握 

埋設管に対する影響把握としては、あらかじめ試
．
験施工時
．．．．

に周辺地表面地盤（必要に応じて

地中）の変位計測を行い、地中埋設管への影響を把握して施工計画に反映します。施工時の管

理基準値については、埋設物の管理者との協議により決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-3.2 計測位置・頻度(案)

※ 隣家に対しても実施 図-3.9 家屋基礎に対する観測施工 

地表変位
計測杭

改良体

掘削ロッド

断面図

廃泥

隣接
家屋1m 以内

表-3.1 計測管理値(案) 

表-3.3 管理基準値と対策の例（案) 

１次管理値 ２次管理値

管理値 10mm 15mm

計測箇所 計測頻度 備考

施工部に面しかつ
住宅基礎に近接した

地表面

施工前
施工後
翌 日

3箇所/面

施工上の
不具合発生時

発生時 随時

地表変位
計測

改良体

廃泥用
トレンチ

掘削ロッド

断面図

廃泥

隣接
家屋

地中
埋設管

図-3.10 計測杭設置例 
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■試験施工による変位計測事例 

今回採用を予定している工法は、浦安市内等で実施した試験施工により施工時の周辺地盤

や近接構造物における変位を計測した結果、計測値は 0～数ｍｍの範囲にとどまり、有害な

水平変位や鉛直変位は発生しませんでした。 

 

 

 

 

c. 高圧噴射撹拌工法(楕円）による試験施工 

施工地点から 7m の範囲での地表面の鉛直変位 

‐20

‐10

0

10

20

0 5 10 15 20

鉛
直

変
位

（m
m

）

施工地点からの離れ（m）

茨城県つくば市

新潟県新潟市

千葉県浦安市

千葉県千葉市

茨城県鹿嶋市

造成直後

   

‐20

‐10

0

10

20

0 5 10 15 20

鉛
直

変
位

（
m
m

）

施工地点からの離れ（m）

茨城県つくば市

新潟県新潟市

千葉県浦安市

千葉県千葉市

茨城県鹿嶋市

造成翌日

 

図-3.13 地表面地盤の鉛直変位の計測結果 

 

ブロック塀の天端および基礎の水平変位 

 

ブロック塀
H=1.5m

▽GL‐1.5m

計測箇所①
（外壁天端）

コラム
（3.6m‐1.2m）

▽GL‐4.0m

1.5m

2.5m

1.2m

1.5m

断面図（A‐A）

ブロック塀

コラム
（3.6m‐1.2m）計測箇所

（@1m）

平面図

A A

←施工地点

計測箇所②
（外壁基礎）

施工地点

施工地点

0.5m

 

 

 

‐20

‐10

0

10

20

0 5 10 15 20

水
平

変
位

（
m
m

）

施工地点からの離れ（m）

外壁天端

外壁基礎

造成翌日

図-3.14 地表面構造物の鉛直変位の計測結果 

 

a. 機械撹拌工法による試験施工 

改良体外周部より 1m､2m､3m の位置で計測 

計測杭

改良体
Φ1.0m

改良長
11.4m

改良長
4.2m

計測杭

 

表-3.4 改良杭施工後の変位量 

X Y

1.0ｍ -2 2 -6

2.0ｍ -1 6 0

3.0ｍ 2 -2 0

1.0ｍ 3 4 1

2.0ｍ 0 0 1

3.0ｍ 6 8 1

鉛直変位
(mm)

11.4ｍ

4.2ｍ

水平変位(mm)
計測位置改良長

図-3.11 試験体と計測杭の配置 

 
b. 高圧噴射撹拌工法(円形）による試験施工 

改良体外周上および外周部より 1m､2m の位置で計測 

 
図-3.12 試験体と計測杭の配置（高圧-円形）  

 

表-3.5 周辺地盤の鉛直変位（高圧-円形） 

 

【 参 考 】 
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４ 品質管理計画 

 

 

 

 

4-1 品質管理の考え方  

① 改良壁の役割と必要性能 

品質検査は、日本建築センター指針に準拠し、改良体のコア供試体の一軸圧縮強度（σ28）

により実施します。 

一方、液状化対策における格子状地盤改良体には、改良柱を格子状に組み合わせた構造体と

しての機能が求められます。したがって本事業における品質管理は、図-4.1 に示す改良体各

部位において、前述の強度確認に加え、ラップ接合部の形状的な連続性について出来形管理（試

験施工または日常施工管理）を行い確認することで構造的な一体化が図れるものと考えます。 

なお、ラップ接合部の強度については、強度および出来形（打設位置、杭径）が満足できて

いれば問題がないことを、事前の試験施工により確認済みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 ※「ラップ強度」については試験施工により確認済み 

        

② 品質管理の流れ 

格子状地盤改良の設計で要求される性能を確保するため、改良体の品質管理として適切な 

配合管理、施工管理および品質検査を実施します。 

 改良体の品質管理は「日本建築センター指針」に準拠することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-4.2 品質・施工管理のフロー 

格子状地盤改良体の「強度」「出来形」を確認することで性能を担保します。 

改良体の品質管理は「日本建築センター指針」に準拠します。 

高圧噴射撹拌工法の施工管理については、独自の管理項目を追加します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

 
    

施 

工 

管 

理 

品 

質 

検 

査 

配 

合 

管 

理 

 

※対象土が火山灰質粘性土の場合のみ 

 図-4.1 格子状地盤改良体の構成と品質確認部位 

道路

機械撹拌 高圧噴射撹拌

機械単体

接合部

高圧単体

改良体 

 表-4.1 改良壁の必要性能と品質確認方法 

改良体本体部
（機械撹拌）

改良体本体部
（高圧噴射撹拌）

改良体接合部
(併用)

強 度 品質確認検査 強度・バラツキ 強度・バラツキ

出来形 試験施工・日常管理 改良体の鉛直精度 改良径

　　　　　対象
　性能

確認手法

確認内容

実績提示

・現地土質調査 

・固化材の添加量の決定 

・六価クロム未検出確認 

・試験施工 

・施工管理 

・改良体コア採取 

・強度確認試験 
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4-2 強度の確認（施工後の品質確認検査による確認） 

① 改良体の強度管理 

設計が要求する改良体の品質のうち、改良体の所要強度を確保することを目的として、配

合管理を行います。配合管理では、土層構成に基づく地盤区分・土層区分・配合強度・室内配

合試験の設定を行った上で、施工で用いるセメント・セメント系固化材スラリーの配合条件を

室内配合試験結果により決定します。 施工終了後、所定材齢を経過した改良体からコアサン

プリングを行い、コア供試体の平均一軸圧縮強さを検査指標とした品質検査を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 調査計画 

日本建築センター指針に準拠し、改良品質は、100 本につき 1箇所程度確認することとしま

す。なお、改良品質の確認は、改良方式の違いを考慮して実施します。ここでは今川３丁目で

の割付案（φ1.5ｍ円形の場合）をもとにした調査箇所数(例)を表-4.2 に示します。 

 

表-4.2 今川３丁目調査箇所数(例) 

改良方式 対象 改良本数 品質確認本数 

機械攪拌 
道路部 206 2 

2 
宅地部 0 0 

高圧噴射 
道路部 173 2 

5 
宅地部 264 3 

 

 

調査箇所は、基本的に道路部を対象に行います。表-4.2 より、機械攪拌で 2 箇所、高圧噴

射で 5 箇所とした場合の調査箇所(例)を図-4.4 に示します。高圧噴射については、複数の工

法を併用することが考えられますので、各工法の改良本数に応じて、改良方式による偏りがな

いように調査を行います。 

 

なお、調査箇所数ならびに調査位置は、事前の協議により決定するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.4 今川３丁目調査箇所(例) 

 

 

：機械攪拌(調査範囲) ：高圧噴射(調査範囲) 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
udqFc 

Xi(qui) 

（a）改良体の一軸圧縮強さ度数分布 

Xl )X(q fuc 

設計時設定 
配合時設定 

 

設計基準強度 Fc の設定 

設計時想定改良体コア 
一軸圧縮強さ分布の確認 

室内配合強度 Xlの設定 

Xf を得るためのセメント添加量を決定 

合格判定値 XL の確認 
（検査手法 A、検査手法 B） 

XL =Fc+k・σ 
抜取箇所 N を多くすると XL は小さくなる 

例：XL =Fc+k・σ 
    σ＝σd とすると 
    N=3 の場合 k=ka=1.6 
       N=9 の場合 k=ka=1.3 
   XL (N=3)> XL (N=9) 

NX >XL （検査手法 A） 
nX > XL （検査手法 B） 

所定のセメント添加量で施工 

No 

合格 

Yes 

 
設 計 

 

配 
 

 
 

合 
 

 
 

管 
 
 
 

理 

施工管理 

 

品 
 

質 
 

検 
 

査 

コアの一軸圧縮試験 
コアの平均強度 NX の算定 

N
XX i

N
  （i=1～N） 

Xi：3 個のコア供試体の平均一軸圧縮強さ 

)Vm(
F

udq
d

c




1
 

udq ：設計時設定改良体平均 qu 

Fc：設計基準強度 

m：不良率より決まる定数（m=1.3） 

Vd：quの変動係数（既知） 

Xf=αt・Fc 

αt=
N/Vk

)V./(Vk

cc

dda





1

3111  

Xf：配合強度（≒qud） 

αt：割増係数（上式で計算） 

ka：合格判定係数（ka =1.3～1.9） 

kc：標準正規確率変数 

XL= Fc+ka・σd 

XL：合格判定値 

ka：合格判定係数（= ka：Ｎを決定） 

σd：抜き取りコアの平均一軸圧縮強

さの標準偏差 

（検査手法 A） 

Xl= 
ft

fX
α

 

Xl：室内配合強度 

αft：室内／現場強度比（既知） 

 
 

不合格 
（b）改良体からの抜き取り箇所 N の

平均一軸圧縮強さの度数分布 

NX  

udq )X(q fuc XLFc 

合格 

設計時設定 
配合時設定 

配合強度 Xfの設定 
（合格判定値 XL 

の設定） 

XL =Fc+ ka・σd 
ここに、 

ka：合格判定係数
(1.3～1.9、通常は
1.6 程度を設定、
<N=3 を仮定>) 
（検査手法 A） 

 図-4.3 改良体の強度に関する管理フロー 

1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所 1 箇所

1 箇所 1 箇所 
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4-3 出来形の確認（試験施工または日常管理による確認） 

① 高圧噴射撹拌工法の試験施工における出来形確認項目の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.7 簡易動的コーン貫入試験例 

 

 

 

 

② 機械撹拌工法の鉛直精度管理手法 

 

機械撹拌工法は、撹拌翼で直接土壌を掘削・撹拌することで改良杭を造成する為、各杭の

改良径は安定しています。しかし、改良壁としての連続性を担保するためには、改良杭の鉛直

精度を確保する必要があります。本事業で選択した工法では改良杭の鉛直精度を高めるために、

必要に応じて地中における改良杭の芯ずれ防止を目的とした特殊形状の撹拌翼を装備するこ

とが可能です。また掘削ロッド先端部に小型ジャイロセンサーを搭載することで、打設直後の

掘削ロッドの軌跡を確認することができ、ラップ施工による壁の一体化をより確実なものとし

ます。これらの各装備は、各地区の施工条件を考慮したうえで、通常型の撹拌翼では鉛直精度

に不安が残る場合に、装着を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.5 高圧噴射工法の試験施工を考慮した品質管理フロー

 図-4.6 光ファイバー温度計による出来形確認例 

計測頻度：協議計測頻度：1箇所／各事業地区 

END

START

施工条件の設定

・室内配合試験に基づく硬化材使用の設定
・造成仕様の設定

施工開始

試験施工（本コラム１本目） 品質管理項目①②

品質基準を
満足するか？

造成仕様の見直し

28日後の品質確認試験（コアボーリング）

・出来形、コア採取率、28日強度の確認

品質基準を
満足するか？

対策工の検討・実施

高圧噴射式の試験施工にて
追加する品質管理項目

機械式・高圧噴射式共
通の品質管理項目

【試験施工における独自の品質管理項目】
①地中温度計による出来形確認
②簡易動的コーン貫入試験による出来形確認

品質管理フローを図-4.5 に示します。試験施工は地区ごとに行い、それぞれの地盤条

件に応じた、強度・出来形等所定の品質を確保可能な施工仕様を決定し、その仕様に従い

本施工を実施します。なお、試験施工および施工管理内容の詳細は、事前の協議により決

定するものとします。 

改良径が安定している機械撹拌工法に比べ、高圧噴射撹拌工法の改良径は、土質条件等

によって変化することが懸念されます。本事業では高圧噴射攪拌工法の出来形を確実に確

保するために、本施工に先立ち試験施工を実施します。この試験施工において、標準の試

験項目に加え追加管理項目を実施することにより、所定の改良径が全層にわたって確保さ

れていることに対する信頼性を高めます。 

地盤抵抗

面外

変位

地盤抵抗

面内

変位

受圧板を円周に沿った形状に配置することで

面外変位を抑制

両端を大きく張り出させること

で面内変位を抑制

供回り防止翼

打設直後の 

軌跡の確認が 

可能です 

データ採取
(先端部引抜時)

共廻り防止翼(無回転)

ジャイロ

図-4.8 特殊撹拌翼 図-4.9 軌跡管理システム

確認項目 確認方法 確認時期 備考

改良径（全層）
　・地中温度計
　・熱電対
　・コアボーリング など

１箇所/地区 試験施工時

改良径（杭頭部）
　・簡易動的コーン貫入試験
　・スウェーデン式
　　　サウンディング試験　など

１箇所/戸 日常管理

表-4.3 高圧噴射工法の出来形確認方法（案） 
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③施工管理項目 

 

以上を踏まえ整理した施工時の品質管理項目を、表-4.3 および表 4.4 に示します。 

a.機械撹拌 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b.高圧噴射撹拌 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ラップ強度の確認（実績による提示） 

事前に浦安市内で試験施工を実施しており、各施工法による改良体のラップ接合部において

強度確認を行っております。試験結果から、機械撹拌同士のラップは施工間隔 1日では十分な

強度が出ており、壁としての一体性が確保できていますが、施工間隔 2日だと強度が出ていま

せん。高圧噴射撹拌同士のラップは施工間隔 4日を空けても一体性が確保できています。また、

施工計画上重要となる機械撹拌と高圧噴射撹拌のラップ部について、施工間隔 6日が空いても

一体性に問題がないことを確認しています。これらの結果から、改良体各々の出来形が整って

いれば、所定の施工間隔でのラップ接合部分の強度は十分確保されていることがわかります。 

 

 

斜めコアボーリング

密着部

コア

コア

コア（密着部）

30°

 
図-4.10 ラップ接合部に対する斜めコアボーリング採取概要 

 

 

1476kN/m2 2247kN/m2 2088kN/m2

2148kN/m2 609kN/m2

施工間隔：1日 施工間隔：2日

 

2725kN/m2

3034kN/m2 1718kN/m2

施工間隔：4日

 

図-4.11 機械攪拌同士のラップ部強度 図-4.12 高圧噴射攪拌同士のラップ部強度 

3247kN/m2

2434kN/m2 2440kN/m2

施工間隔：6日

 

 

図-4.13 機械攪拌-高圧噴射撹拌のラップ部強度  

管理項目 管理内容 管理方法 管理基準 計測頻度

セメント　 ±1％
水　 ±1％

混和水(溶液) ±3％
固化材スラリー比重 比重計による測定 配合誤差範囲 2回/日

セメント添加量
固化材スラリー流量計と処理機貫入速度による

単位体積当たりの添加量の測定
配合試験で設定した固化材

スラリー注入量以上
打設ｍ毎

基本測量 トランシット

柱芯位置 目杭

トランシット又は

処理機リーダーに

取り付けた傾斜計

貫入・引抜速度 貫入・引抜速度 処理機深度計による貫入・引抜速度 0.5～1.0m／分 打設ｍ毎

処理機深度計

処理機貫入速度

改良体の強度
Bor.コアによる

改良体の一軸圧縮試験

建築センター指針

XN（σ28）≧XL

改良体の連続性 コア採取率 コア採取率≧95(％)

強度のばらつき 変動係数 変動係数Vf  ≦30(％)

各改良体

施工改良体の品質 1か所/100本

バッチ毎

打設ｍ毎

各改良体

処理機リーダーの
鉛直精度

各改良体

改良体の打設位置 ±20mm

材料の計量

処理機の鉛直度 1/500

自動計量器によるバッチ毎の計量

固化材スラリーの
配合

攪拌混合度 羽根切り回数
処理機深度計による処理機貫入、引き抜き速度

と軸回転計による羽根切り回数の測定

別途の設定判断基準着底深度改良体の着底

350回／m以上

材　　　料

管理項目 管理内容 管理方法 管理基準 計測頻度

配　合 比重計 比重±0.05以内 1回／日

圧　力 圧力計、リアルタイム管理装置 40±2MPa以上 常時

流　量 流量計、リアルタイム管理装置 設定値以上 常時

位置 スケール、測量 設計位置 各孔

埋設物 目視確認 立　　会 ―

処理機の設置 水平性 水準器、スラントルール、測量 機械精度以内 各孔

削孔深度 専用ロッド長・テープ 設計値以上 各孔

リアルタイム管理装置

水準器、スラントルール、測量、専用計測器

圧　力 圧力計 常時

空気量 風量計 常時

回転速度 ストップウォッチ、角度計、

揺動角度

噴射時間

回転速度 ストップウォッチ、角度計、スケール

揺動角度

引上時間

排泥処理 排泥状況 目視、比重計 常時

ロッド引抜き 専用ロッド本数 専用ロッド本数 各孔

孔埋め 点検確認 目視 各孔

改良体の強度 Bor.コアによる改良体の一軸圧縮試験
建築センター指針

XN（σ28）≧XL

改良体の連続性 コア採取率 コア採取率≧95(％)

強度のばらつき 変動係数 変動係数Vf≦35(％)

改良体の出来型（全層） 地中温度計計測 硬化温度の確認 試験杭

改良体の出来型（杭頭） 簡易動的コーン試験 改良体の有無 試験杭+α

試験杭および
1か所/100本

施工改良体の品質

設定値

硬化材

改良下端深度噴射 設定値 各孔

改良体打設位置

削孔形状

造成管理 設定値 各孔

常時墳泥

削孔角度 機械精度以内 各孔

リアルタイム管理装置

リアルタイム管理装置

圧縮空気

 表-4.3 機械撹拌工の施工管理項目一覧（案） 

 表-4.4 高圧噴射撹拌工の施工管理項目一覧(案) 

【 参 考 】
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4-5  周辺環境への配慮 

① 騒音対策 

事業区域内においては、特定建設作業の規制基準値以下に抑えた施工を実施します。ま

た、隣接する事業区域外との境界部に対しては、必要に応じて移動式の計測機器を用いた

計測による状況把握を行い、近隣に迷惑のかからない施工に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機械式撹拌

計測位置

測定結果

①

②

③

④ ⑥

⑤

⑦

⑧

⑨

⑩⑪

⑬

⑭⑮

⑯

５ｍ

１０ｍ

⑫

振動 騒音

ｄB ｄB

① 5m 39.0 76.5
② 5m 48.5 75.7
③ 5m 45.0 77.2
④ 5m 47.3 80.3
⑤ 10m 42.0 70.9
⑥ 10m 42.2 71.7
⑦ 10m 40.8 73.9
⑧ 10m 47.0 77.0
⑨ 5m 43.6 75.0
⑩ 5m 45.6 75.6
⑪ 5m 45.6 80.8
⑫ 5m 47.0 80.5
⑬ 10m 41.8 70.0
⑭ 10m 45.8 69.5
⑮ 10m 50.0 71.0
⑯ 10m 44.0 75.4

　　暗振動　：　38.6ｄB
　　暗騒音　：　63.0ｄB

計測
位置

測定
距離

30

40

50

60

70

80

90

0 5 10 15 20

振
動

（
dB

）

施工地点からの離れ（m）

造成時

特定建設業基準値75dB

暗振動45.0dB

50

60

70

80

90

0 5 10 15 20

騒
音

（
dB

）

施工地点からの離れ（m）

造成時

特定建設業基準値85dB

暗騒音58.3dB

高圧噴射式撹拌

1) 機械の騒音・振動について

浦安市等で実施した試験工事において、特定建設作業の規制基準値（騒音85dB、
振動75dB）以下の騒音・振動レベルであることを確認しています。

図3-2-5 騒音・振動測定例
（スマートコラム工法）

図3-2-6 騒音・振動測定例
（Minyマルチ工法）

図-4.8 騒音・振動測定例 
（スマートコラム工法） 

図-4.9 騒音・振動測定例
（Miny マルチ工法）

 浦安市等で実施した試験工事において、特定建設作業の規制基準値以下の 

騒音・振動レベルであることを確認しています。 

2) 更なる環境性能の向上について

a) カルムーンシートを用いたエンジ
ン系施工機材の騒音対策の提案

写真3-2-1 カルムーンシート貼付事例

バックホウ適用例 発電機適用例

b) ノイズソーバーを用いた高圧噴射
式地盤改良機の騒音対策の提案

多孔質発泡
ポリプロピレン

写真3-2-2 ノイズソーバーの
騒音対策イメージc) 先端改良型減音装置を用いた

プラント周辺環境に対する騒音対策の提案

写真3-2-3 デュラカームE-fx H500 写真3-2-4 デュラカームE-fx H500

バックホウ適用例 発電機適用例 

写真-4.1 カルムーンシート貼付事例 
写真-4.2 ノイズソーバーの

騒音対策イメージ 

多孔質発泡
ポリプロピレン 

写真-4.3 デュラカーム E-fx H500 写真-4.4 デュラカーム E-fx 設置状況 

a) カルムーンシートを用いたエンジン 
系施工機材の騒音対策の提案  

b) ノイズソーバーを用いた高圧噴射 
式地盤改良機の騒音対策の提案  

c) 先端改良型減音装置を用いた 

  プラント周辺環境に対する騒音対策の提案  

(案) 
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(ⅰ)施工時 (ⅱ)作業終了時 (ⅲ)施工後 

舗装復旧 

カラーコーン 

土砂埋戻し 

境界 境界

配杭予定位置

境界 境界

配杭予定位置

５ 安全計画 

5-1  通路の確保 

施工していないエリアは人・車共に通行可能とします。施工しているエリアについては、

車の通行はできませんが、住民(歩行者)は通行可能とします。作業時間帯以外の施工機械の

待機場所は、警察との協議が必要になりますが、施工場所付近で、片側交互通行での占用に

なると考えられます。 

 今川３丁目を例とした通路確保の概念図を図-5.1 に示します。各宅地の駐車場の出入口に

面している道路部(エリア C)の施工を始めた時点で、仮設駐車場に移動をお願いすることに

なります。工法ごとに施工機械が輻輳しないような配置、かつ第三者への安全に配慮した機

械の配置を検討し、施工期間中においても A～Dのいずれかの道路は通行可能にし、街区外へ

の移動は道路部(エリア A もしくはエリア B)のうち、施工をしていないエリアを通ります。

なお、長期の休みの間は自宅駐車場を利用できるように計画します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.1 通路確保の概念図(今川３丁目の例) 

 

5-2  足場設置時の防犯対策 

作業終了時には、足場の昇降階段の撤去を行います。また、足場内の閉鎖を行い、昇降が

できないように対処します。足場設置時の防犯対策の概要図を図-6.2 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.2 足場設置時の防犯対策の概要図 

5-3  掘削孔の養生 

地盤改良工事の施工中はカラーコーン・バーにて占用し、作業完了後は鉄板を敷いて養生

を行います。掘削後は、早期に復旧を行いますが、最低一日分の復旧作業量が出来た時点

で埋め戻しを行います。掘削孔養生の概要図を図-5.3 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.3 掘削孔養生の概要図 

5-4  飛散防止対策 

施工中は、足場周りに飛散防止ネットを設置して、周囲の宅地に汚泥等が飛散しないよう

に配慮した施工を行います。足場を設置していない場合においても、同様に対策します。施

工中の飛散防止対策の概要図を図-5.4 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.4 施工中の飛散防止対策の概要図 

飛散防止ネット 

改良体 
改良体 

BC

D

Ａ

鉄板 

階段撤去 

足場閉鎖 

改良体 
改良体 
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６ 舞浜三丁目の検討 

 

 

 

6-1 現況調査 

現地踏査及び既存の資料収集を行い、側溝、地下埋設物や架空線その他の支障物等を把握し

ました。改良体の配置に影響する地下埋設管の経路の概略図を図-6.1 に示します。なお、調

査結果の詳細な記録は別途に報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-2 改良体割付 

現況調査の結果を元に、基本的な改良体の割付を行いました。改良体割付例(平面図)を図-6.2

に示します。これは既存のフェンス・植栽、地下埋設物は極力撤去、移動せずに割付したもの

です。 

本地区の特徴としては、地区の外周道路では機械撹拌工法と高圧噴射撹拌工法の比率がほぼ

50：50 ですが、地区内では比較的多く道路で機械撹拌工法が採用可能となっています。 

宅地部についは、現段階ではすべての宅地で高圧噴射撹拌工法による施工で計画しています。 

 

 

 

※全宅地に格子を配置した場合の計画案 

 

 

 

 

 

宅地現況調査及び道路等現況調査結果を元に、改良体の割付案を検討しました。 

それに基づく施工検討ならびにコスト試算を行います。 

図-6.2 改良体割付図(案) 図-6.1 地下埋設管経路図 

：電力 ：水道 ：汚水 ：雨水 ：ガス ：機械撹拌工法 ：高圧噴射撹拌工法 
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７ コストダウンに関する検討状況 

7-1 排泥減容化設備の適用可能性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1)について 

排泥減容化設備の脱水装置を写真-7.1 に示します。建設汚泥の再生利用する場合、一般的

に「自ら利用」もしくは「再生利用制度の活用」が基本とされています（図-7.1）。 

  
写真-7.1 2ｍ2用脱水装置と脱水後の処理土（SVP 工法） 

 

図-7.1 建設汚泥の再生利用の考え方 

(2)について 

a)自ら利用について 

発生した建設汚泥を現場内で再生利用する場合、並びに排出側工事と利用側工事の元請業者

が同一の場合には、「自ら利用」の方策によることができるとされています。自ら利用を行う

場合は、都道府県等環境部局への届出等の手続きは不要となります。（一部の都道府県では必

要な場合もあります。） 

 

b)再生利用制度の活用について 

再生利用制度には、①環境大臣による認定（処理業・処理施設設置の許可が不要、ただし建

設汚泥の利用先が高規格堤防に限定されている）、②都道府県知事等による個別指定（処理業

の許可が不要、申請に基づき都道府県知事等が再生利用の場所・用途を指定する）、③都道府

県知事等による一般指定の 3種類があるとされています。建設汚泥処理土に対しては「個別指

定」で行う事例が大半を占めます。建設汚泥処理土を事業区域外に有効活用できますが、セメ

ントを含む排泥を脱水した建設汚泥処理土について、これまで個別指定の適用を受けた実績は

非常に少なく、手続きにかかる期間は相当期間が必要（少なくとも半年以上）と考えられます。 

 

なお、事業区域内外に関わらず、施行令第 7条（汚泥脱水処理能力 10 ㎥/日）に該当するも

のは産業廃棄物処理施設に該当し、都道府県知事の許可が必要となります。これまでの実績に

よると、産業廃棄物処理施設の設置に関する手続きには、事業区域内の場合は手続きにかかる

期間が比較的短く（1ヶ月程度）、事業区域外の場合は期間が比較的長く（3～6ヶ月程度以上）

なる傾向があります。 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃掃法）抜粋 

法第 15 条（産業廃棄物処理施設） 

 産業廃棄物処理施設（略）を設置しようとする者は、該当産業廃棄物処理施設を設置し

ようとする地を管轄する都道府県知事の許可をうけなければならない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、環境省令で定めるところにより、次に掲げる事項

を記載した申請書を提出しなければならない。 

（略） 

施行令第 7条（産業廃棄物処理施設） 

法第 15 条第 1項の政令で定める産業廃棄物処理施設は、次の通りである。 

一 汚泥の脱水施設であって、1日当たりの処理能力が 10 立方メートルを超えるもの 

（略） 

施行令第 11 条（産業廃棄物処理施設の設置の許可の申請） 

法第 15 条第 2項の申請書は、様式第 18 号によるものとする。 

（略） 

 

排泥減容化設備の適用可能性を検討した結果、以下の理由により、現時点での事業計画

に排泥減容化設備の適用するのは非常に困難であるという結論となりました。 

 

(1)排泥減容化設備により減容化した建設汚泥処理土の処理方法について 

コスト試算結果によると、50%程度減容化した建設汚泥処理土を「廃棄物」として最終処分

する場合、排泥減容化設備のランニングコストを考慮すると、排泥処理費のコスト縮減効

果はほとんどありません（高くなる場合もある）。そのため「再生利用」として有効活用

する必要があります。 

(2)建設汚泥処理土の再生利用方法に対する課題 

建設汚泥処理土の再生利用方法は、「自ら利用」と「再生利用の活用」があります。いずれ

も以下の理由により適用が困難と判断致しました。 

・「自ら利用」：事業区域内に十分な有効活用先（裏込め材等）を確保できない 

・「再生利用制度」：セメントを含む汚泥に対して再生利用制度を活用された事例が極めて

少なく、再生利用制度の適用には、再利用先の確定も含めて計画する

必要があり、現段階での適用は極めて困難と思われる。 


